認定社会福祉士制度の現状と課題 by 藏野 ともみ et al.
認定社会福祉士制度の現状と課題
著者 藏野 ともみ, 古市 孝義, 朝倉 由衣
雑誌名 人間関係学研究 : 社会学社会心理学人間福祉学 : 
大妻女子大学人間関係学部紀要
巻 19
ページ 175-183
発行年 2017
URL http://id.nii.ac.jp/1114/00006562/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
175
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　19　2017
認定社会福祉士制度の現状と課題
The current state of the authorization social worker system and problem
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＜要　　　約＞
　2000 年前後の社会福祉基礎構造改革によって，人々が社会制度を活用しながら生活してい
く上で新たなニーズが生まれ，社会福祉士の活躍が期待される分野や役割が拡大することに
なった。それに伴って 2007（平成 19）年に社会福祉士及び介護福祉士法が改正され，特に社
会の要請に応えるべく社会福祉士の養成課程が見直され，さらに資格取得後の人材養成のあ
り方やキャリアアップの仕組みについて検討が急がれることとなった。その対応として，認
定社会福祉士 ･ 認定上級社会福祉士制度が成立し，2012（平成 24）年から認定が開始された。
経過措置期間を経て，2018（平成 30）年から本格的に正規ルートでの養成，認定のみとなるが，
2025 年までに年間 1000 人規模の認定を目標としている。認定社会福祉士等制度については，
スーパービジョンの実施が大きな特徴の 1 つとなっている。認定社会福祉士になるためには
スーパービジョンを 5 年に渡って受ける必要があり，認定上級社会福祉士ではスーパービジョ
ンを受けるだけでなく実施する必要もある。認定制度の中で実施されるスーパービジョンで
あるため，標準化されている必要があり，それが認定社会福祉士のソーシャルワーク実践に
反映されることから社会的にも 1 つの社会福祉士像を示していくことにもなると考えられる。
　本論では，認定社会福祉士等制度の成立過程と概要を示し，さらにその中でもスーパービ
ジョンについて取り上げ，今後本格的に実施される認定社会福祉士等養成における課題を検
討した。
    * 大妻女子大学　人間関係学部　人間福祉学科　人間福祉学専攻
  ** 大妻女子大学　人間関係学部　人間福祉学科　介護福祉学専攻
*** 社会福祉法人シナプス埼玉精神神経センター
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１．はじめに
　社会福祉士制度発足から 20 年を目前に控えた
2006（平成 18）年 12 月に，厚生労働省社会保障
審議会福祉部会は，「介護福祉士制度及び社会福
祉士制度の在り方に関する意見」（1）を発表した。
その中で，多様化する社会的ニーズを踏まえ，社
会福祉士の活躍が期待される分野とそこに求めら
れる役割等が示された。そのうえで「社会福祉士
の生涯を通じた能力開発とキャリアアップを支援
していくため，資格取得後の体系的な研修制度の
一層の充実を図るとともに，より専門的な知識及
び技能を有する社会福祉士を専門社会福祉士（仮
称）として認定する仕組みの検討を行う」とされ
た。
　その後，専門社会福祉士（仮称）は，2011（平
成 23）年に「認定社会福祉士」と「認定上級社会
福祉士」として，2 段階の資格を設定した認定社
会福祉士・認定上級社会福祉士制度が位置づけら
れた。
　本制度の下で認定社会福祉士の認定が 2012（平
成 24）年に開始され，2018（平成 30）年の申請
までを経過措置期間とした。実質的には 2018（平
成 30）年度から正規のルートでの認定が始まるこ
とになっている。
　経過措置期間を経て，今後本制度が本格的にス
タートするにあたり，本論では本制度の現状と課
題について，特にスーパービジョン体制に焦点を
当てて検討していく。
２．認定社会福祉士・認定上級社会福祉士制
　　度の創設過程と枠組み
　認定社会福祉士とは，「社会福祉士及び介護福
祉士法の定義に定める相談援助を行う者であっ
て，所属組織を中心にした分野における福祉課題
に対し，倫理綱領に基づき高度な専門知識と熟練
した技術を用いて個別支援，他職種連携及び地域
福祉の増進を行うことができる能力を有すること
を認められた者」（2）をいう。
　さらに認定上級社会福祉士とは，「社会福祉士
及び介護福祉士法の定義に定める相談援助を行う
者であって，福祉についての高度な知識と卓越し
た技術を用いて，倫理綱領に基づく高い倫理観を
もって個別支援，連携・調整及び地域福祉の増進
等に関して質の高い業務を実践するとともに，人
材育成において他の社会福祉士に対する指導的役
割を果たし，かつ実践の科学化を行うことができ
る能力を有することを認められた者」（3）をいうと
されている。
　これら認定社会福祉士・認定上級社会福祉士制
度（以下，認定社会福祉士等制度）が成立するに
至った経緯としては，1988（昭和 63）年に社会福
祉士及び介護福祉士法の成立以降の社会の大きな
変化によるとされている。
　すなわち，高齢社会の到来を受け，2000（平成
12）年からの介護保険制度の施行及び 2003（平成
15）年からの障害者支援費制度の施行により，福
祉サービスについては措置制度から利用者の選択
と自己決定に基づき事業者との間で契約を締結す
るサービス利用の仕組みへと転換が行われた。こ
の流れの中で，事業者に対して消費者の立場に立
つ利用者の権利擁護が求められてきた。また，
2005（平成 17）年の介護保険法の改正により，地
域において包括的に高齢者を支える仕組みの中核
的機能を担うものとして新たに地域包括支援セン
ターが設置され，2006（平成 18）年の障害者自立
支援法施行により，障害者に対する地域生活支援
がより強く求められるようになった。生活保護制
度においても，2005（平成 17）年度から就労支援
を推進するための自立支援プログラムの仕組みが
導入された。
　この社会の変化により社会福祉士に求められる
役割の変化が反映されているものといえる。
　前述した通り，社会福祉士制度発足から 20 年
を迎える前年の 2006（平成 18）年 12 月に，厚生
労働省社会保障審議会福祉部会は，「介護福祉士
制度及び社会福祉士制度の在り方に関する意見」
を発表した。その中で社会福祉士の活躍が期待さ
れる分野として，以下の領域が提示された。
① 地域包括支援センターなどにおける地域を基盤
とした相談援助
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② 相談支援事業や就労支援事業による障害者の地
域生活支援
③ 生活保護制度における自立支援プログラムによ
る就労支援の推進
④ 権利擁護，成年後見制度等新しいサービスの利
用支援
⑤ 地域福祉計画の作成等の新しい行政ニーズへの
対応
　これらにより，より社会福祉士の活躍分野は拡
がりをみせていくことになった。
　すなわち，社会福祉士を取り巻く状況の変化の
中で，従来の福祉サービスを介した相談援助のほ
か，利用者の能力に応じて，尊厳を持った自立生
活を送ることが出来るように様々なサービスと有
機的な連携を持ち，総合的かつ包括的に援助して
いくことが求められるようになったのである。
　新たなものとして，（1）既存の各種サービス（ボ
ランティア，老人クラブ，民生委員等によるイン
フォーマルなサービスを含む）の間のネットワー
クの形成を図るとともに，地域の福祉ニーズを的
確に把握して，必要なサービスが不足している場
合にはその創出を畑書きかけること，（2）虐待防
止，就労支援，権利擁護，孤立防止，いきがい創出，
健康維持等について，関連するサービスとのチー
ムアプローチも含め，それぞれの専門分野の担当
者との連携を図り，自ら解決することのできない
課題については当該担当者への橋渡しを行い，そ
の解決をはかること（4），が期待されている。
　したがって，これらを踏まえ社会福祉士の新た
な役割が三点示された（5）のである。
① 福祉課題を抱えた者からの相談に応じ，必要
に応じてサービス利用を支援する等，その解決
を自ら支援する役割
② 利用者がその有する能力に応じて，尊厳を持っ
た自立生活を営むことができるよう，関係する
様々な専門職や事業者，ボランティア等との連
携を図り，自ら解決できない課題については当
該担当者への橋渡しを行い，総合的かつ包括的
に援助していく役割
③ 地域の福祉課題の把握や社会資源の調整 ･ 開
発，ネットワークの形成を図るなど，地域福祉
の増進に働きかける役割
　新しいニーズにも対応しつつ，これらを適切に
果たしていくことが社会福祉士に求められる役割
であり，そのため必要な知識と技術を有すること
が求められるとして，以下の指摘がなされた。
　必要な知識と技術としては，「福祉課題を抱え
た者からの相談への対応や，これを受けて総合的
かつ包括的にサービス提供することの必要性，そ
のあり方等に係る専門知識と，虐待防止，就労支
援，権利擁護，孤立防止，いきがい創出，健康維
持に関わる関連サービスに係る基礎知識が求めら
れることとなる。
　また，技術としては，福祉課題を抱えた者から
の相談に応じ，利用者の自立支援の観点から地域
において適切なサービスの選択を支援する技術，
サービス提供者間のネットワークの形成を図る技
術や，地域の福祉ニーズを把握し，不足するサー
ビスの創出を働きかける技術等がもとめられるこ
とになる」（6）とした。
　さらに，これらに加えて，「専門職としての高
い自覚と倫理の確立や利用者本位の立場に立った
活動が，これまで以上に強く求められる」（7）こと
を示唆した。
　ただし，これらについては，「必ずしも資格を
取得するための養成課程においてすべて習得して
いなければならないものではなく，社会福祉士と
して実際に業務に従事する中で，又は社会福祉士
の資格を取得した後の研修を通じて，獲得してい
く側面があることに留意が必要である」（8）ともし
ている。
　しかし同時に，社会福祉士に求められる役割に
ついて間駅舎の合意形成がなされておらず，その
結果として社会福祉士の活躍が期待される分野が
拡大しながらも，社会福祉士の任用 ･ 活躍が進ん
でいないとの課題も提示された。
　その中でも，特に大きな指摘は，社会福祉士の
養成のあり方に言及された。一つ目は，実際の社
会福祉士養成の中で，必ずしも社会福祉士として
求められる高い実践力を有する社会福祉士が養成
されていないのではないかという点である。これ
らについては，社会福祉士養成課程の中でも実習
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指導のあり方，演習教育のあり方を中心に，カリ
キュラム全体の見直しと，実習・演習を担当する
教員や実習指導者の研修制度の創設等が検討さ
れ，2007（平成 19）年の社会福祉士及び介護福祉
士法が改正された。
　二つ目としては，社会福祉士は生涯にわたって
自己研鑽し，専門的な能力の向上に努めることが
求められているが，資格取得後の OJT の仕組みの
他，能力の開発やキャリアアップを支援する研修
体系等が進んでいないことが指摘された。これら
については，社会福祉士及び介護福祉士法改正時
に，資質向上の責務を義務規定に加える等を行っ
たが，実質的な仕組みとしては，「資格取得後の
体系的な研修制度の一層の充実を図る」取り組み
を進めていくべきであるとされ，さらに法改正の
際の衆参両議院の附帯決議に「より専門対応ので
きる人材を育成するため，専門社会福祉士及び専
門介護福祉士の仕組みについて早急に検討を行
う」という取り組みについて明記されることと
なった。
　これらを背景に，2008（平成 20）年 4 月，日本
社会福祉士会は「専門社会福祉士研究員会」を設
置し検討を始めた。2009（平成 21）年 3 月に「専
門社会福祉士認定システム構築に向けた基礎研究
事業報告書（中間報告）」を公表し，翌 2010（平
成 22）年 3 月に報告書を公表した。
　その後，4 月には日本社会福祉士会に「専門社
会福祉士認定制度準備委員会」を設置し 1 カ年事
業として取り組みを始めると同時に，9 月には関
係団体と「専門社会福祉士認定制度設立準備連絡
協議会」を設置した。そこでの議論を経て，2011（平
成 23）年 3 月には「専門社会福祉士認定システム
構築事業報告書」を公表し，7 月には専門社会福
祉士（仮称）は，「認定社会福祉士」と「認定上
級社会福祉士」として，2 段階の資格を設定した
認定社会福祉士・認定上級社会福祉士制度が位置
づけられることとなった。10 月末，認定社会福祉
士認証 ･ 認定機構が設立された。（表１参照）
2006 年 12 月
社会保障審議会福祉部会報告書において、職能団体が取り組むこととして「資格取得後の体系
的な研修制度の充実や、より専門的な知識及び技能を有する社会福祉士を専門社会福祉士（仮
称）として認定する仕組みの検討」があげられた。
2007 年 4 月
社会福祉士及び介護福祉士法改正法成立時に参議院において「より専門的対応ができる人材を
育成するため、専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて早急に検討を行う」こと
が附帯決議された。
2007 年 11 月
社会福祉士及び介護福祉士法改正法成立時に衆議院において「より専門的対応ができる人材を
育成するため、専門社会福祉士及び専門介護福祉士の仕組みについて早急に検討を行う」が附
帯決議された。
2008 年 4 月 日本社会福祉士会に「専門社会福祉士研究委員会」を設置（（独）福祉医療機構の助成による 2カ年事業）
2009 年 3 月 『専門社会福祉士認定システム構築に向けた基礎研究事業報告書』（中間報告書）を公表
2010 年 3 月 『専門社会福祉士認定システム構築に向けた基礎研究事業報告書』を公表
2010 年 4 月 日本社会福祉士会に「専門社会福祉士認定制度準備委員会」を設置（（独）福祉医療機構の助成による 1 カ年事業）
2010 年 9 月 「専門社会福祉士認定制度設立準備連絡協議会」を設置
2011 年 3 月 『専門社会福祉士認定システム構築事業報告書』を公表
2011 年 7 月 「専門社会福祉士認定制度設立準備連絡協議会」を改め「社会福祉士認定・研修認証センター設立準備会」を設置
2011 年 10 月 30 日 認定社会福祉士認証・認定機構設立
表１　認定社会福祉士制度の検討経緯
出展：認定社会福祉士認証 ･ 認定機構ホームページ
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３．認定社会福祉士・認定上級社会福祉士制
　　度の概要
　認定社会福祉士認証・認定機構によると，認定
社会福祉士及び認定上級社会福祉士の具体的な活
動場面や役割のイメージは下記の表の通りであ
る。
　認定社会福祉・認定上級社会福祉士制度では，
「認定社会福祉士制度における実践力育成の 3 つ
の柱」として，（1）実務経験目標，（2）スーパー
ビジョン，（3）研修を掲げている。
　一つ目の実務経験目標については，実務におい
て「経験するべき事項」を明示し，実務経験を標
準化，実践力の向上を示している。
　経験するべき事項は，認定社会福祉士，認定上
級社会福祉士ともに「個別レベル」「地域レベル」
「組織レベル」の 3 つのレベルに分け，認定社会
福祉士はソーシャルワークのプロセスに応じた中
でどの様な経験がどの様な質で求められているか
が示されている。
　認定上級社会福祉士は，認定社会福祉士の経験
と質に加え，多面的で高度な実践と質がを求めら
れている。
　二つ目のスーパービジョンについては，認定社
会福祉士は定期的なスーパービジョンを受け実践
力を育成し，認定上級社会福祉士はスーパービ
ジョンを行い指導力や説明力の向上をはかるもの
としている。
　三つ目の研修については，認定社会福祉士は養
成課程では学んでいない専門的な知識等の習得を
目指し，認定上級社会福祉士は実践課題に応じた
知識習得・実践研究等を通じ，専門的知識の統合
･ 運用を可能になることとしている。
　ジェネラリストとして，あるいは多様化する
ニーズに応じるために，ソーシャルワーク理論だ
けでなく，権利擁護に関わる法律系科目，サービ
ス管理や人材育成・経営系科目，地域開発や制作
系科目，サービス評価 ･ 実践研究系科目について
研修を受講する必要があり，取得するべき最低限
の単位も決まっている。また，分野専門や実践研
究等の科目は選択しながらも必須となっている。
さらに研修であればどれでも良いのでは無く，認
定社会福祉士制度の指定科目として認定社会福祉
士認証 ･ 認定機構が認めた研修でなければならな
い。
　したがって，認定社会福祉士あるいは認定上級
社会福祉士を取得するための要件を次の様に定め
ている。
　「認定社会福祉士」については，次の要件を満
たすことが必要とされている。
出展：認定社会福祉士認証 ･ 認定機構ホームページ
認定社会福祉士（○○分野） 認定上級社会福祉士
活動
所属組織における相談援助部門で、リーダーシップを
発揮。高齢者福祉、医療など、各分野の専門的な支援
方法や制度に精通し、他職種と連携して、複雑な生活
課題のある利用者に対しても、的確な相談援助を実践。
所属組織とともに、地域（地域包括支援センター運営
協議会、障害者自立支援協議会、要保護児童対策協議
会等）で活動。
関係機関と協働し、地域における権利擁護の仕組みづ
くりや新たなサービスを開発。
体系的な理論と臨床経験に基づき人材を育成・指導。
役割
複数の課題のあるケースへの対応
職場内のリーダーシップ、実習指導
地域や外部機関との窓口、緊急対応、苦情対応
他職種連携、職場内コーディネートなど 
指導・スーパービジョンの実施 
苦情解決、リスクマネジメントなど組織のシステムづ
くり
地域の機関間連携のシステムづくり、福祉政策形成へ
の関与
科学的根拠に基づく実践の指導、実践の検証や根拠の
蓄積 
分野 高齢分野、障害分野、児童・家庭分野、医療分野、地域社会・多文化分野
自らの実践に加え、複数の分野にまたがる地域の課題
について実践・連携・教育
表２　認定社会福祉士及び認定上級社会福祉士の具体的な活動場面や役割
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① 社会福祉士及び介護福祉士法に定める社会福
祉士資格を有すること。 
② 日本におけるソーシャルワーカーの職能団体
で倫理綱領と懲戒の権能を持っている団体の正
会員であること。 
③ 相談援助実務経験が社会福祉士を取得してか
ら 5 年以上あり，且つこの間，原則として社会
福祉士制度における指定施設および職種に準ず
る業務等に従事していること。このうち，社会
福祉士を取得してからの実務経験が複数の分野
にまたがる場合，認定を受ける分野での経験は
2 年以上あること。 
④ これら実務経験の期間において，別に示す「必
要な経験」があること。
⑤ 次のいずれかの研修を受講していること。
ア 認められた機関での研修（スーパービジョン実
績を含む）を受講していること。
イ 認定社会福祉士認証・認定機構が定めた認定社
会福祉士認定研修を受講していること。
　さらに，「認定上級社会福祉士」を取得するに
は次の要件を満たすことが必要とされている。
① 社会福祉士及び介護福祉士法に定める社会福
祉士資格を有すること
② 日本におけるソーシャルワーカーの職能団体
で倫理綱領と懲戒の権能を持っている団体の正
会員であること
③ 認定社会福祉士の認定をされていること
④ 相談援助実務経験が認定社会福祉士を取得し
てから 5 年以上あり，且つこの間，原則として
社会福祉士制度における指定施設および職種に
準ずる業務等に従事していること。
⑤ 実務経験の期間において，別に示す「必要な
経験」があること。
⑥ 認められた機関での研修（スーパービジョン
実績を含む）を受講していること。
⑦ 定められた実績があること。
⑧ 基準を満たした論文発表または認められた学
会における学会発表をしていること。
⑨ 試験に合格すること。
　以上のように認定社会福祉士や認定上級社会福
祉士となるための要件は厳しく，要件をクリアし
た上でさらに認定社会福祉士認証 ･ 認定機構が年
1 回行う認定に向けて申請を行し，取得後も 5 年
に 1 度の更新をしていくことになっている。
　この様に国家資格取得後も自己研鑽を続けてい
くことが求められる中で，認定を受けていくこと
が社会福祉士の実践の質の担保となり，社会的認
知と信頼をあげていくことに繋がり，いずれは社
会福祉士の業務において認定社会福祉士が行うの
が望ましいあるいはふさわしいとされる領域や内
容が増えてくることになると考えられる。
４．認定社会福祉士制度におけるスーパービ
　　ジョンの特徴と課題
　認定社会福祉士認証・認定機構が定めたスー
パービジョンの枠組みは，「認定社会福祉士制度 
スーパービジョン実施要綱」にもとづき，スーパー
ビジョンを受ける・することで，認定社会福祉士
および認定上級社会福祉士取得や更新に必要な
スーパービジョン実績の単位認定を行っている。
　認定制度のスーパービジョンの特徴は，認定制
度という特性上，スーパービジョンの手順や使用
する様式を指定し，一定の枠組みの中で実施する
ことにある。
　具体的には，スーパービジョンは事例検討とは
異なり，事例を評価・検証するのではなく，事例
に取り組むスーパーバイジーの価値，知識，技術
に焦点を当てる。
　さらに，スーパービジョンを 1 年間に 6 回以上
行うことを基準とし，スーパーバイザーとスー
パーバイジーは，スーパービジョンを行う前に１
年間のスーパービジョン実施契約を締結すること
としている。
　また，形式は個人スーパービジョンを原則とし
ており，スーパーバイザーとスーパーバイジーの
関係は，職場内外，同じ専門分野か異なる専門分
野かを問わないことである。認定制度のスーパー
バイザーとなることができる者は，認定機構へ
スーパーバイザー登録をしている者に限り，スー
パーバイザー制度も更新制を取っている。した
がって，認定制度のスーパービジョンを受けたい
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社会福祉士は，認定機構にスーパーバイザー登録
をしたスーパーバイザーに自ら依頼し，認定制度
の枠組みに従ったスーパービジョンを 1 年間に 6
回受けることでスーパービジョン実績 2 単位とな
り，5 年間行うことで認定社会福祉士申請に必要
な 10 単位になるというシステムである。その際，
5 年の間，スーパーバイザーは同じ者である必要
はないとしている。
　次に認定社会福祉士制度におけるスーパービ
ジョンの目的とスーパーバイザー規定について概
観していく。
　明示されている目的は，「スーパーバイジーの
実践学習と専門職としての知識と技術への訓練を
促進 ･ 支援するためにソーシャルワークの視点か
ら実施するもので，スーパーバイジーとなる社会
福祉士が次の各号に掲げる事項を獲得することを
目的とする。
　１　 社会福祉士としてのアイデンティティを確
立する
　２　 所属組織におけるソーシャルワーク業務を
確立し担えるようにする
　３　 専門職としての職責と機能を遂行できるよ
うにする」（9）とされている。
　また，認定社会福祉士制度で認定社会福祉士を
取得しようとする者に対してスーパーバイザ ーに
なることができる者は，次のいずれかに当てはま
り，なおかつ本制度上でスーパーバイザー登録を
した者とされている（10）。すなわち，「①認定上級
社会福祉士」あるいは「②認定社会福祉士を 1 回
以上更新した認定社会福祉士であり，更新に必要
なスーパービジョ ン実績について最低 2 単位は個
人スーパービジョン（受ける）で取得している者」，
「③認定上級社会福祉士に準ずると認められる者」
または「④その他，機構が認める者」の 4 つに当
てはまる者である。さらにスーパーバイザーにな
ろうとする者については，各人が「個別レベル」「組
織レベル」「地域レベル」のいずれかのソーシャ
ルワーク実践に対して，各レベルの「必要な経験」
のすべての段階でスーパービジョン実績があるこ
とを申請し，認められる必要がある。すなわち，
ソーシャルワークのプロセスのすべての段階の
ソーシャルワーク実践に対するスーパービジョン
実績が必要となる。
　また本制度におけるスーパービジョンは，事例
検討とは異なることを強調しており，事例を扱う
ことはあるが事例を評価・検証するのではなく，
事例に取り組むスーパーバイジーの価値・知識・
技術に焦点を当てるとしている。したがって，スー
パーバイザーは，スーパーバイジーが専門とする
領域の高度な知識や技術を有して事例等の解決策
を示す者ではなく，社会福祉士として共通の価値・
知識・技術をもって，スーパーバイジーが成長す
るための気づき，すなわち「価値観の多様性」，「視
点の拡がり」，「知識・技術の不足」等を促し，スー
パーバージーが自ら行動に取り組むことを支援で
きる者とされる。
　本制度のスーパービジョンの特徴としては，前
述した通り，「認定社会福祉士制度　スーパービ
ジョン実施要綱」に基づき実施されるため，実施
マニュアル（スーパーバイザー用とスーパーバイ
ジー用）に沿って行う必要がある。そのため，スー
パーバイザーに登録するために必ず「スーパービ
ジョン説明会」を受講することが必須となってい
る。どの様な内容で，どの様な書式を活用する必
要があるかなど，形式としても質としても標準化
を図っていかなければならない。スーパーバイ
ザーの更新においてスーパーバイザー研修を受講
しなければならないが，現時点では実施されてい
ない。
　また現状では個別スーパービジョンのみが実績
として取り扱われ，スーパーバイザーが同分野・
領域の者に限定されないことも特徴であるといえ
よう。
　スーパービジョンの定義，機能や実施方法につ
いては，史的変遷からも明らかである通り，変化
し発展していると言える。野村はプリチャード
（Prichard）を取り上げ，イギリスのケースマネー
ジメントにおけるスーパービジョンの具体的な課
題として，スーパービジョンの 6 つの課題を紹介
している（11）。それらをさらに多様な職場で展開
されている具体例を示している。すなわち 6 つの
課題とは，「組織展開を促進する」「スタッフの役
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割と責任を明確化する」「良質で創造的な実践環
境をつくる」「人々がストレスに対処できるよう
援助する」「創造的な専門職が育つよう支援する」
「組織に対して全体方針や実践に関わるフィード
バックを行う」である。これらはきわめて実践的
かつ具体的な方法の提示が求められるともしてい
る。
　また，我が国のスーパービジョンの展開につい
て，福山（12）は機関内外及び職場内外の切り口と
スーパーバイザーとスーパーバイジーの同質性と
異質性による４つの軸でスーパービジョンは展開
されるものであるとしている。同質性とは，スー
パーバイザーがスーパーバイジーと同じ専門性が
あるものを言い，異質性とは異なる専門性を持つ
スーパーバイザーによるスーパービジョンのこと
を指している。福山は異質性のスーパービジョン
を「スーパーバイザーはソーシャルワークの知識
をほとんどもたず，スーパーバイジーとは異なる
専門性を持っている。この種のスーパービジョン
機能は管理的である」（13）としている。したがって，
コンサルテーションとは異なるが，機関内外にお
いて管理職として組織決定をする立場の人から行
われるものである。それらを踏まえて認定社会福
祉士等制度のスーパービジョンを当てはめてみる
と機関内外の同質性スーパービジョンを中心とし
ながらも，現行では機関外の異質性スーパービ
ジョンも行われる可能性があると考えることがで
きる。
　現在，認定社会福祉士等制度は制度創設して間
もない制度であり，認定社会福祉士を養成するた
めのスーパーバイザーが認定上級社会福祉士が養
成されていないため，スーパーバイザーについて
も経過措置を取っている。前述の「④その他，機
構が認める者」等は，大学教員等社会福祉士養成
に携わっている者がその役割を果たし，基本的に
はソーシャルワーク教育を実際に行っている者と
なっているが，社会福祉士が要件ではなく，また
専門性は問われてはおらず，ソーシャルワーク実
践の経験は必須ではない。さらに，スーパービジョ
ンは我が国では標準化されているものではないの
が現状と言わざる得ない。したがって，スーパー
バイザーとして登録している者がスーパービジョ
ンを受けた経験があるとは，現状では多いとは言
えず，多様なスーパービジョンの形態や方法につ
いて自ら学んでいく必要性が求められている。
　もちろん，ソーシャルワーク実践とスーパービ
ジョン実践は異なるものである。さらに本制度は
事例を検討するのではなく，ソーシャルワークの
価値や倫理，理論 ･ アプローチに基づいた自らの
実践を認識し，野村の示した「創造的な専門職が
育つよう支援する」ことを大きな目的としている
とも言える。したがって，ソーシャルワーク教育
を担っている者であれば，その客観性で一役を担
うことは出来るとも言える。
　一方で，本制度のスーパービジョンを受ける側
のスーパーバイジーは，認定社会福祉士認証 ･ 認
定機構に登録されているスーパーバイザーに対し
て自らアポイントを取り，スーパービジョン契約
の交渉を行わなければならない仕組みである。
2017 年 11 月現在，登録されているスーパーバイ
ザーは全国で 502 名であり，その情報は所属機関
や連絡先，スーパービジョンが可能な地域等とい
う情報に限られており，どの様な資格を所持する
のか，どの様なスーパービジョン実践経験がある
のか，どの様な学問的バックボーンがあるのか等
を知ることはできない。スーパーバイザーの選定
にも大きな課題があると言えるため，スーパーバ
イザー契約の締結方法やその際のスーパービジョ
ン関係の解約等の保証，あるいは仲裁制度等の仕
組みも検討していかなければならないものと考え
る。
５．まとめ及び今後の課題
　本論では，認定社会福祉士等制度が 2018（平成
30）年度から正規ルートで実施されることを受け，
成立過程と制度の現状について整理してきた。特
にスーパービジョンについては必須とされている
が，2012（平成 24）年からの経過措置期間におい
ては必須とされていなかったため，本格的に実施
されるのは 2018（平成 30）年度からだと考えら
れる。
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　今後ますます多様化する生活ニーズに対応する
社会福祉士への社会の期待に応えるために創設さ
れた本制度を実質的なものとしていくためには，
認定社会福祉士の数を増やすことと共に，その質
の担保は大きな課題である。
　ソーシャルワークは生活者の個別性を重視する
ため，同じ実践はないが少なくとも最低限提供す
るべき支援と，それを裏付ける倫理や理論は共通
されていなければならない。
　スーパービジョンはその実践の質を高める有効
な手段である故に，本制度で位置づけていくこと
は，本制度外においても我が国のソーシャルワー
ク実践にスーパービジョンが根付く 1 つのきっか
になることは確かであると言える。
　それ故に，本論で取り上げたスーパービジョン
体制の課題について整理し，整備していく必要が
あるといえよう。
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